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（　単位：円　）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 9,581,957,696 固定負債 3,806,626,849

有形固定資産 9,581,957,696 地方債 3,560,162,849
事業用資産 9,576,566,521 長期未払金 －

土地 2,092,681,016 退職手当引当金 246,464,000
立木竹 － 損失補償等引当金 －
建物 5,793,497,572 その他 －
建物減価償却累計額 △ 3,802,535,943 流動負債 357,282,831
工作物 13,390,925,942 1年内償還予定地方債 337,620,800
工作物減価償却累計額 △ 7,898,002,066 未払金 －
船舶 － 未払費用 －
船舶減価償却累計額 － 前受金 －
浮標等 － 前受収益 －
浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 16,687,320
航空機 － 預り金 2,974,711
航空機減価償却累計額 － その他 －
その他 － 4,163,909,680
その他減価償却累計額 － 【純資産の部】
建設仮勘定 － 固定資産等形成分 9,581,957,696

インフラ資産 － 余剰分（不足分） △ 4,100,939,446
土地 －
建物 －
建物減価償却累計額 －
工作物 －
工作物減価償却累計額 －
その他 －
その他減価償却累計額 －
建設仮勘定 －

物品 73,131,589
物品減価償却累計額 △ 67,740,414

無形固定資産 －
ソフトウェア －
その他 －

投資その他の資産 －
投資及び出資金 －

有価証券 －
出資金 －
その他 －

投資損失引当金 －
長期延滞債権 －
長期貸付金 －
基金 －

減債基金 －
その他 －

その他 －
徴収不能引当金 －

流動資産 62,970,234
現金預金 62,970,234
未収金 －
短期貸付金 －
基金 －

財政調整基金 －
減債基金 －

棚卸資産 －
その他 －
徴収不能引当金 －

繰延資産 － 5,481,018,250
9,644,927,930 9,644,927,930

（令和　 3　年　3　月　31　日現在）
貸借対照表

負債合計

資産合計
純資産合計

負債及び純資産合計

科目科目

 1



（　単位：円　）
金額

経常費用 2,229,203,504
業務費用 2,228,444,856

人件費 215,620,728
職員給与費 187,982,408
賞与等引当金繰入額 16,687,320
退職手当引当金繰入額 10,951,000
その他 －

物件費等 2,004,088,888
物件費 1,458,617,402
維持補修費 492,928
減価償却費 544,978,558
その他 －

その他の業務費用 8,735,240
支払利息 8,735,240
徴収不能引当金繰入額 －
その他 －

移転費用 758,648
補助金等 266,058
社会保障給付 －
他会計への繰出金 －
その他 492,590

経常収益 188,612,763
使用料及び手数料 171,817,301
その他 16,795,462

純経常行政コスト 2,040,590,741
臨時損失 14,195,405

災害復旧事業費 －
資産除売却損 14,195,405
投資損失引当金繰入額 －
損失補償等引当金繰入額 －
その他 －

臨時利益 －
資産売却益 －
その他 －

純行政コスト 2,054,786,146

科目

至　令和　 3　年　3　月　31　日
自　令和 　2　年　4　月　 1　日
行政コスト計算書
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（　単位：円　）

合計 固定資産 余剰分
等形成分 （不足分）

前年度末純資産残高 5,725,239,396 8,792,535,365 △ 3,067,295,969
純行政コスト（△） △ 2,054,786,146 △ 2,054,786,146
財源 1,810,565,000 1,810,565,000

税収等 1,810,565,000 1,810,565,000
国県等補助金 － －

3

本年度差額 △ 244,221,146 △ 244,221,146
固定資産等の変動（内部変動） 789,422,331 △ 789,422,331

有形固定資産等の増加 1,348,596,294 △ 1,348,596,294
有形固定資産等の減少 △ 559,173,963 559,173,963
貸付金・基金等の増加 － －
貸付金・基金等の減少 － －

資産評価差額 － －
無償所管換等 － －
その他 － － －
本年度純資産変動額 － 789,422,331 △ 789,422,331

本年度末純資産残高 5,481,018,250 9,581,957,696 △ 4,100,939,446

科目

純資産変動計算書
自　令和 　2　年　4　月　 1　日
至　令和　 3　年　3　月　31　日



（　単位：円　）
金額

【業務活動収支】
業務支出 1,672,596,366

業務費用支出 1,671,837,718
人件費支出 203,992,148
物件費等支出 1,459,110,330
支払利息支出 8,735,240
その他の支出 －

移転費用支出 758,648
補助金等支出 266,058
社会保障給付支出 －
他会計への繰出支出 －
その他の支出 492,590

業務収入 1,999,177,763
税収等収入 1,810,565,000
国県等補助金収入 －
使用料及び手数料収入 171,817,301
その他の収入 16,795,462

臨時支出 －
災害復旧事業費支出 －
その他の支出 －

臨時収入 －
業務活動収支 326,581,397
【投資活動収支】

投資活動支出 1,348,596,294
公共施設等整備費支出 1,348,596,294
基金積立金支出 －
投資及び出資金支出 －
貸付金支出 －
その他の支出 －

投資活動収入 －
国県等補助金収入 －
基金取崩収入 －
貸付金元金回収収入 －
資産売却収入 －
その他の収入 －

投資活動収支 △ 1,348,596,294
【財務活動収支】

財務活動支出 230,222,440
地方債償還支出 230,222,440
その他の支出 －

財務活動収入 1,247,100,000
地方債発行収入 1,247,100,000
その他の収入 －

財務活動収支 1,016,877,560
本年度資金収支額 △ 5,137,337
前年度末資金残高 65,132,860
本年度末資金残高 59,995,523

前年度末歳計外現金残高 2,723,171
本年度歳計外現金増減額 251,540
本年度末歳計外現金残高 2,974,711
本年度末現金預金残高 62,970,234

科目

資金収支計算書
自　令和 　2　年　4　月　 1　日
至　令和　 3　年　3　月　31　日
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（注記） 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

取得原価が判明しているものは、原則として取得価格とします。ただし、開始時の評価基準及び評

価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

 イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

 取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 

(2) 有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法により算定しています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  ア 建物  １２年～５０年 

  イ 工作物  ７年～３８年 

  ウ 物品   ２年～１５年 

 

(3) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

イ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(4) 資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第２３５条の４に規定する歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品の計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 
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４ 偶発債務 

  該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報 

 (1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

ア 財務書類の対象範囲 

  一般会計 

イ 出納整理期間について 

地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間（普通地方公共団体の出納は、翌年度の５

月３１日をもって閉鎖する）が設けられており、当該年度に係る出納整理期間における現金の受払

い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

ウ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

   該当する事象はありません。 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

売却可能資産 

 該当する事象はありません。 

 

(3) 行政コスト計算書に係る事項 

該当する事象はありません。 

 

(4) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

ア 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

イ 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(5) 資金収支計算書に係る事項 

ア 基礎的財政収支  △１，０１３，２７９，６５７円 

イ 既存の決算情報との関連性（繰越金を含む） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ３，３１１，４１０，６２３円 ３，２５１，４１５，１００円 

資金収支計算書 ３，３１１，４１０，６２３円 ３，２５１，４１５，１００円 
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ウ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

業務活動収支           ３２６，５８１，３９７円 

減価償却費           △５４４，９７８，５５８円 

資産除売却損           △１４，１９５，４０５円 

    賞与等引当金増減額           △６７７，５８０円 

    退職手当引当金増減額       △１０，９５１，０００円 

   純資産変動計算書の本年度差額   △２４４，２２１，１４６円 

エ 一時借入金 

  一時借入金の借り入れはありません。 

オ 重要な非資金取引 

  該当する事象はありません。 

 



①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

9,576,566,521

2,092,681,016

-

1,990,961,629

5,492,923,876

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

5,391,175
9,581,957,696

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 20,194,676,590 1,346,256,594 263,828,654 21,277,104,530 11,700,538,009 543,389,992 9,576,566,521

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

- 2,092,681,016

　　立木竹 - - - - - - -

　  土地 2,092,681,016 - - 2,092,681,016 -

118,386,011 1,990,961,629

　　工作物 12,685,399,956 969,354,640 263,828,654 13,390,925,942 7,898,002,066 425,003,981 5,492,923,876

　　建物 5,416,595,618 376,901,954 - 5,793,497,572 3,802,535,943

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　建物 - - - - - - -

　　土地 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 - - - - -

- -

 物品 70,791,889 2,339,700 - 73,131,589 67,740,414 1,588,566 5,391,175

　　建設仮勘定 - - - - -

544,978,558 9,581,957,696

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 20,265,468,479 1,348,596,294 263,828,654 21,350,236,119 11,768,278,423

合計

 事業用資産 - - - 9,576,566,521 - - -

- -

　　立木竹 - - - - - - -

　　土地 - - - 2,092,681,016 -

- -

　　工作物 - - - 5,492,923,876 - - -

　　建物 - - - 1,990,961,629 -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　建物 - - - - - - -

　　土地 - - - - -

-

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 - - - - -
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- -合計 - - - 9,581,957,696 -

- -

 物品 - - - 5,391,175 - - -

　　建設仮勘定 - - - -



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 3,897,783,649 337,620,800 3,245,169,649 - 652,614,000 - - - - -

　　一般公共事業 - - - - - - - - - -

　　公営住宅建設 - - - - - - - - - -

　　災害復旧 - - - - - - - - - -

　　教育・福祉施設 3,557,815,649 286,630,800 3,245,169,649 - 312,646,000 - - - - -

　　一般単独事業 339,968,000 50,990,000 - - 339,968,000 - - - - -

　　その他 - - - - - - - - - -

【特別分】 - - - - - - - - - -

　　臨時財政対策債 - - - - - - - - - -

　　減税補てん債 - - - - - - - - - -

　　退職手当債 - - - - - - - - - -

　　その他 - - - - - - - - - -

合計 3,897,783,649 337,620,800 3,245,169,649 - 652,614,000 - - - - -
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市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

3,897,783,649 3,897,783,649 - - - - - - -

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

3,897,783,649 337,620,800 330,750,962 407,750,203 413,893,404 414,470,142 1,771,616,476 221,681,662 - -

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

1
0 -

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均

利率

　該当ありません。

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

退職手当引当金 235,513,000 10,951,000 0 - 246,464,000

賞与等引当金 16,009,740 16,687,320 16,009,740 - 16,687,320

合計 251,522,740 27,638,320 16,009,740 - 263,151,320
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２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

　　　該当ありません。

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



（１）財源の明細 （単位：円）
会計 区分 財源の内容 金額

分担金 1,810,565,000

1,810,565,000

－ -

計 -

－ -

計 -

-

1,810,565,000

1
2

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等
小計

国県等補助金

資本的
補助金

小計

合計

経常的
補助金



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 2,054,786,146 - - 1,467,973,863 586,812,283

有形固定資産等の増加 1,348,596,294 - 1,247,100,000 101,496,294 -

貸付金・基金等の増加 - - - - -

その他 - - - - -

合計 3,403,382,440 - 1,247,100,000 1,569,470,157 586,812,283

1
3

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 -

要求払預金 59,995,523

14 短期投資 -

合計 59,995,523

４．資金収支計算書の内容に関する明細
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